
政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

（所管）復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

（１）居住の安定確保と暮らし
やすい居住環境・良質な住宅
ストックの形成を図る

復興庁 東日本大震災復興事業費 住宅対策諸費に必要な経費 100,000 300,000 200,000

（２）住宅の取得・賃貸・管理・
修繕が円滑に行われる住宅
市場を整備する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

住宅市場の環境整備の推進に必要な
経費 54,900,000 400,000 △ 54,500,000

２ 0 0 0

〈14,823,000〉 の内数 〈15,375,000〉 の内数 〈552,000〉 の内数

（２）海洋･沿岸域環境や港湾
空間の保全･再生･形成､海洋
廃棄物処理､海洋汚染防止を
推進する

復興庁
港湾整備事業費等社会資本
整備事業特別会計へ繰入

港湾整備事業等の財源の社会資本
整備事業特別会計港湾勘定へ繰入
れに必要な経費

〈14,823,000〉 の内数 〈15,375,000〉 の内数 〈552,000〉 の内数

（３）水害・土砂災害の防止・減
災を推進する 復興庁

治水事業費等社会資本整備
事業特別会計へ繰入

治水事業等の財源の社会資本整備
事業特別会計治水勘定へ繰入れに必
要な経費

12,728,000 6,361,000 △ 6,367,000

（４）津波・高潮・侵食等による
災害の防止・減災を推進する 復興庁 東日本大震災復興事業費 海岸事業に必要な経費 299,464 552,401 252,937

2,362,000 2,584,685 222,685

〈121,433,000〉 の内数 〈138,271,000〉 の内数 〈16,838,000〉 の内数

（１）公共交通の安全確保・鉄
道の安全性向上、ハイジャッ
ク・航空機テロ防止を推進する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

公共交通安全対策に必要な経費 2,250,000 900,000 △ 1,350,000

復興庁
道路整備事業費社会資本整
備事業特別会計へ繰入

道路整備事業の財源の社会資本整
備事業特別会計道路整備勘定へ繰
入れに必要な経費

〈121,433,000〉 の内数 〈138,271,000〉 の内数 〈16,838,000〉 の内数

復興庁
道路整備事業費社会資本整
備事業特別会計へ繰入

道路環境整備事業の財源の社会資
本整備事業特別会計道路整備勘定
へ繰入れに必要な経費

112,000 112,000 0

（５）船舶交通の安全と海上の
治安を確保する 復興庁

住宅・地域公共交通等復興
政策費

船舶交通安全及び治安対策に必要な
経費 0 1,572,685 1,572,685

比較増△減額

55,000,000 700,000

25年度予算額政策評価体系 組織 項 事項 24年度予算額

１

13,027,464

△ 54,300,000

6,913,401 △ 6,114,063

少子・高齢化等に対応した住生
活の安定の確保及び向上の促進

良好な生活環境、自然環境の形
成、バリアフリー社会の実現

５
安全で安心できる交通の確保、
治安・生活安全の確保

４ 水害等災害による被害の軽減

（２）道路交通の安全性を確
保・向上する



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

（所管）復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

1,033,000 577,026 △ 455,974

〈136,256,000〉 の内数 〈153,646,000〉 の内数 〈17,390,000〉 の内数

（１）海上物流基盤の強化等総
合的な物流体系整備の推進、
みなとの振興、安定的な国際
海上輸送の確保を推進する

復興庁
港湾整備事業費等社会資本
整備事業特別会計へ繰入

港湾整備事業等の財源の社会資本
整備事業特別会計港湾勘定へ繰入
れに必要な経費

〈14,823,000〉 の内数 〈15,375,000〉 の内数 〈552,000〉 の内数

（２）観光立国を推進する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

観光振興に必要な経費 304,000 577,026 273,026

（４）国際競争力・地域の自立
等を強化する道路ネットワーク
を形成する

復興庁
道路整備事業費社会資本整
備事業特別会計へ繰入

道路整備事業の財源の社会資本整
備事業特別会計道路整備勘定へ繰
入れに必要な経費

〈121,433,000〉 の内数 〈138,271,000〉 の内数 〈16,838,000〉 の内数

（６）航空交通ネットワークを強
化する 復興庁

空港整備事業費社会資本整
備事業特別会計へ繰入

空港整備事業の財源の社会資本整
備事業特別会計空港整備勘定へ繰
入れに必要な経費

729,000 0 △ 729,000

（１）都市再生・地域再生を推
進する 復興庁 東日本大震災復興事業費

都市再生・地域再生整備事業に必要
な経費 530,000 32,000 △ 498,000

（２）地域公共交通の維持・活
性化を推進する 復興庁

住宅・地域公共交通等復興
政策費

地域公共交通の維持・活性化の推進
に必要な経費 2,573,676 2,699,929 126,253

６
国際競争力、観光交流、広域・地
域間連携等の確保・強化

７ 都市再生・地域再生等の推進 △ 498,000

８
都市・地域交通等の快適性、利
便性の向上 2,573,676 2,699,929 126,253

530,000 32,000



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

（所管）復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

（１）社会資本整備・管理等を
効果的に推進する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

社会資本整備・管理等の効率的な推
進に必要な経費 200,000 200,000 0

（２）不動産市場の整備や適正
な土地利用のための条件整
備を推進する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

不動産市場の環境整備等の推進に必
要な経費 10,000 9,835 △ 165

（３）建設市場の整備を推進す
る 復興庁

住宅・地域公共交通等復興
政策費

建設市場の環境整備の推進に必要な
経費 0 13,365 13,365

（５）地籍の整備等の国土調査
を推進する 復興庁

住宅・地域公共交通等復興
政策費

国土調査に必要な経費 740,497 583,000 △ 157,497

（７）海事産業の市場環境整
備・活性化及び人材の確保等
を図る

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

海事産業の市場環境整備・活性化等
の推進に必要な経費 0 16,024,000 16,024,000

950,497９
市場環境の整備、産業の生産性
向上、消費者利益の保護 16,830,200 15,879,703



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

（所管）復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

（１）総合的な国土形成を推進
する 復興庁 東日本大震災復興事業費 社会資本総合整備事業に必要な経費 25,876,000 42,935,000 17,059,000

（２）国土の位置・形状を定め
るための調査及び地理空間情
報の整備・活用を推進する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
政策費

地理空間情報の整備・活用の推進に
必要な経費 529,259 261,176 △ 268,083

復興庁 東日本大震災復興事業費 離島治山事業に必要な経費 0 33,000 33,000

復興庁 東日本大震災復興事業費
離島農山漁村地域整備事業に必要な
経費 0 160,000 160,000

復興庁 東日本大震災復興事業費
離島社会資本総合整備事業に必要な
経費 800,000 1,122,000 322,000

復興庁 東日本大震災復興事業費 離島水産基盤整備に必要な経費 158,000 0 △ 158,000

復興庁 東日本大震災復興事業費
北海道廃棄物処理施設整備に必要な
経費 994,000 68,000 △ 926,000

復興庁 東日本大震災復興事業費 北海道水産基盤整備に必要な経費 1,882,000 1,686,000 △ 196,000

復興庁 東日本大震災復興事業費
北海道社会資本総合整備事業に必要
な経費 0 54,000 54,000

（１）環境等に配慮した便利で
安全な官庁施設の整備・保全
を推進する

復興庁
住宅・地域公共交通等復興
事業費

環境等に配慮した便利で安全な官庁
施設の整備に必要な経費 0 714,519 714,519

241,971,896 231,016,936 △ 10,954,960

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算 （例：施設整備費等）及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、
　　 総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．復興庁所管分のうち国土交通省関係のみ掲記している。
４．24年度予算額は、当初予算額である。

10
国土の総合的な利用、整備及び
保全、国土に関する情報の整備 30,239,259 46,319,176 16,079,917

（３）離島等の振興を図る

（４）北海道総合開発を推進す
る

13
官庁施設の利便性、安全性等の
向上

計

0 714,519 714,519


